
 

男性
42.8%

女性
54.8%

回答しない
1.7%

無効・無回答
0.7%

16～29歳
9.5% 30～39歳

9.6%

40～49歳
16.2%

50～59歳
19.4%

60～69歳
16.4%

70歳以上
28.5%

無効・無回答
0.4%

西部地域, 
16.4%

北部地域, 
19.5%

南部地域, 
39.3%

東部地域, 
24.4%

無効・無回答, 0.4%

西部地域, 
15.3%

北部地域, 
18.3%

南部地域, 
41.3%

東部地域, 
25.1%

一戸建て

（持ち家）
44.1%

一戸建て

（借家）
1.6%

集合住宅

（分譲）
26.6%

集合住宅

（賃貸）
25.4%

社宅・官舎・

寮
1.5%

シェアハウス
0.0%

その他
0.4%

無効・無回答
0.4%

新築(1年未満)

1年～5年
8.7%

6年～10年
10.6%

11年～15年
12.3%

16年～20年
13.5%21年～25年

12.8%

26年～30年
10.0%

30年以上
29.9%

無効・無回答
1.0%

(n=1,044)

資料３（参考１）



71.5%

90.7%

21.6%

6.3%

4.2%

4.9%

1.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1.エアコン・冷蔵庫・給湯器など、家電製品の省エネ型製品への買い換え

2.照明のLED化

3.二重窓や壁の断熱化など、住宅の断熱性能を向上させるためのリフォーム

4.太陽光発電設備（蓄電池あり）の設置

5.太陽光発電設備（蓄電池なし）の設置

6.電力会社の再エネプランの選択など、再生可能エネルギー由来の電力購入

7.ZEHへの改修またはZEHの新築 (n=713)

知っている
24.5%

知らない
73.7%

無効・無回答
1.8%

(n=1,044)

関心がある
33.4%

どちらかと言えば
関心がある
52.1%

どちらかと言えば

関心はない
10.5%

関心はない

2.1%
無効・無回答

1.8%

(n=1,044)

日頃から取

り組んでいる

10.5%

ある程度取

り組んでいる

56.8%

あまり取り組

んでいない

24.9%

全く取り組ん

でいない

5.6%

無効・無回

答

2.2%

(n=1,044)

手間や時間

がかかる 7.9%

金銭面で負

担がかかる
8.5%
我慢を強いられ

たと感じる 4.7%

情報がない（実

施したい、また

は、実施できる

取組が見つから

ない） 30.2%関心がない
9.7%

どうしていい

かわからない
29.9%

その他 5.3%

無効・無回答
3.8%

(n=318)

50.2%

50.5%

46.3%

29.3%

46.2%

9.7%

3.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

1.割引・補助制度・ポイントの付与がある

2.具体的な取組方法の提示

3.取組によるメリットや効果の明示

4.取り組まないことによるデメリットの明示

5.取り組んだことによる成果の明示

6.取組に関する相談先がある

7.その他 (n=1,044)



9.4%

0.9%

6.0%

0.0%

6.8%

23.9%

69.2%

13.7%

12.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

①太陽光発電設備

②太陽熱利用設備

③再生可能エネルギー由来の電力購入（電力会社の再エネプラン等）

④燃料電池設備

⑤蓄電池

⑥省エネ設備・高効率機器（空調・給湯器・高性能ボイラ等）

⑦照明のLED化

⑧電気自動車・プラグインハイブリッド車・燃料電池車

⑨建物の断熱性能の向上 (n=117)

45.3%

19.7%

53.8%

18.8%

23.1%

19.7%

6.0%

0.9%

26.5%

5.1%

2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

1.知識やノウハウが不足している

2.取り組むことによる効果が見込めない

3.コスト増に対応するための資金の捻出が難しい

4.設備等の扱い方や維持管理が難しい

5.取組を推進する人材がいない

6.業務量の増加につながり、取り組む時間を確保できない

7.相談先がわからない

8.社内の合意形成が得られない

9.【賃貸物件の場合】賃貸物件でありオーナーの理解・協…

10.【建物オーナーの場合】テナントの理解・協力が必要

11.その他
(n=117)

11.1%

17.1%

34.2%

22.2%

49.6%

14.5%

7.7%

6.8%

9.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

1.優良な取組を行う企業の表彰・認定

2.行政の広報媒体（記者発表・広報誌）を活用した取組のPR

3.金融機関の融資メニュー・行政による補助制度の紹介

4.相談窓口の設置

5.脱炭素に関し、正確な知識を得るための情報提供

6.脱炭素経営の講習会の開催

7.脱炭素経営に関する専門家派遣

8.事業者同士で情報共有・交換する場の提供

9.その他 (n=117)

69.2%

17.1%

10.3%

2.6%

7.7%

6.0%

47.9%

23.1%

27.4%

23.1%

34.2%

1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

1.社会的な要請（SDGs推進、2050年脱炭素社会の実現等）に応える

2.自社の経営方針

3.ブランドカ・認知度向上

4.取引先・取引のある金融機関の要請

5.新たなビジネスチャンスの獲得

6.売上向上

7.コスト削減や効率化が期待できる

8.補助金や税の控除がある

9.社員の環境意識向上

10.国や東京都の方針への対応

11.事業者の社会的責任(CSR)の観点

12.その他
(n=117)


